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 本研究は、全部で 6つの章から構成される。各章の要旨は以下の通りである。 
 導入部にあたる「第 1 章 消費税の現状と転嫁問題」では、本研究の問題意識を示した。
わが国の消費税は、1970年代以降に世界各国で導入が相次いだ付加価値税タイプの消費課税














「第 2 章 消費者物価指数にみる消費税の転嫁」は、消費者物価指数（CPI）データを用










 「第 3章 Point-of-Sales(POS)データにみる消費税の転嫁」は、月次のミクロ価格データ


















 「第 4章 マイクロデータにみる消費税の転嫁」は、1商品における日次 POSデータを用
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日(水)、午後14時 よ り約1時 間にわたって3号 館大学院第3教 室 において実施
され た。
まず白石氏から課程博士学位請求論文の構成及び内容について説明が行われ
た。その後、予備審査 にお いて議論の あった点 につ いて 、論 文の中で どの よ うな
対応がとられたかが明らかにされた。それに続いて論文審査担当者との間で質疑
論 文 審 査 の
応答が行われた。
白石氏からは質問に対する適切な応答が行われ、予備審査での指摘に対する改
結 果 の 要 旨
善が十分に行われたことが確認された。
その結果、最終試験担当者は白石浩介氏が 「専攻分野について研究者として自
お よ び そ の
立して研究活動を行 うに必要な高度な研究能力とその基礎 となる豊かな学識を
有する」ことを明らかにするに十分な課程博士学位請求論文であるとの判断で一
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本 論文 の構成 は以 下の とお りである。
第1章　 消費税 の現状 と転嫁 問題
第2章　 消費者物価指数 にみ る価格転嫁
第3章　 Point-of-Sales(POS)デー タにみ る価格 転嫁
第4章　 マイ クロデー タにみ る消費税 の転嫁
第5章　 産業連 関分析 にみ る消費税 の転嫁












論文審査 の結果 の要 旨及 び担 当者
第2章 では、消費者物価指数(CPI)を価格 として とらえ平成26年 の消費税 の引き上げの影響 に
ついて時系列モデル を用い て計測 して いる。税込み価 格で あるCPIの増税前後 の動 きか ら消 費税 の転
嫁の状況 を分析 している。なお分析 にあたって は生産者 行動 とい う枠組み を明示 的に考 えるため、投
入価格 や賃金 を考慮 した価格 の決定構造 を推定 してい る。ここか らCPIの総合指数 レベル では完全転
嫁の傾 向 にある ものの、CPIの基本 品 目ごとには転嫁の程度 に差異 がみ られ る ことを明 らかに してい
る。また転嫁 につ いて は増税 のタイ ミングをふ まえた調 整が行 われ てお り、増税直後 の4月 時点 では
完全転 嫁 とな って いるもの の、5月 以 降は過小転嫁 となってい る可能性 も指摘 されてお り、転嫁 のパ
ター ンが財 ・サー ビスご とに異 なるこ とを示唆 してい る。
第3章 では価 格指標 を月次、品 目別 のPOSデ ー タ とし、平成26年 の消費税増税 の影響 を検証 し
てい る。CPIは価格 が7日 間以上連続 した ものを集計 しているのに対 して、ここでは月次の ミク ロ価
格デー タを用 いて いるこ とになる。換言すれ ばCPIは 定価 的な側 面 を、POSデ ー タは持続期 間の短
い特売価格 の動 きを表 して いる と考 え られ る。POSデー タに基づ く税込み価 格 か らは、増税 を契機 と
して品 目別の価格変化 にば らつ きが生 じてお り、完全転嫁 、過 小転嫁、過剰転嫁 のいずれ もが発生 し
てい ると同時 に、CPIと比べ て価格 の上下動 が顕著 になってい る。 またPOS価 格 を被説 明変数 、価
格変化要因 を説 明変数 とした推計か らは、市場集 中度 の高 い品 目で は過剰転嫁 、人件費等 の コス トの
大 きさが過 小転嫁 をもた らす可能性が指摘 されてい る。また価 格 と売上数量 との 関係性 に関 しては、
数量への影 響 の少 ない 品 目ほ ど価格が高 めに設定 されてお り、需要動 向に応 じた転嫁 の方法 が観測 さ
れてい る。
第4章 では価 格指標 を 日時 のPOSデ ー タ と して、平成26年 の消費税 増税 の影響 を検証 している。
第3章 におい て特売価格 の存在が消費税の転嫁 に影響 してい る可能性 を指摘 して いるが、月次デー タ
の ままで はそ の詳細 な特徴 がわか らない。 ここで は商 品 として食パ ンを と りあげ、5店 舗 のスーパ ー
を対象 に、7か 月間の価格 の 日次変動 の特徴 、販売数量 の動 きを検討す ることで転 嫁の性 質 を検証 じ
てい る。価格 の改 定頻度 の検証 か らは、増税 のタイ ミングにお ける税抜 き価格 の乱高下がみ られ るこ
とを導いてい る。またCoxモデル に よる生存 時間解析お よび 定価 か らの特売価格 の引き下げ額を被説
明変数、定価や特 売価格 の持続 日数 な どを説 明変数 とした ク ロスセ クシ ョン推 定に よ り1特 売価格 に
おい て価格低 下が大 き くなる こと、増税後 において価格 の持続期 間が短縮化 してい ることが明 らかに
され た。
第5章 では平成23年 の産業連 関表 を用 いて価格の転嫁 を検証 している。先行研 究において も産 業
連関表 を利用 した消費税税率 の変更 の効果 につ いては研究が進 め られ てきて い るものの、いずれ も完
全転嫁 を前提 とした分析 になっていた。ここでは外生的 に完全転嫁 とはな らない状 況を想定 した うえ
で、その影響 を検 討 してい る。分析方法が これ までの章 と異 なる意 図は、消費税 におけ る多段階課税
の特徴 を分析す るためであ る。ここまでは最終財であ る財 ・サー ビスの販売価格 のみ に着 目 してお り、
多段 階課税 であ る消費税 の最 終局 面に焦点 を当てた分析 となっていた。これ に対 して外生的 な分析 と
はい え流通段 階におけ る消費税 の転嫁 の影響 を確認す る意義 は大きい。分析 か らは全産業にわた って
過剰転嫁 、過小転 嫁が起 こった場 合の累積 的な効果 は小 さくない こと、ただ し流通段階 にお ける上流
や 中流 におけ る影響 よ りも、下流段階にお ける影響 が大きい ことが示 されてい る。 また非課税品 に対
す る価格転嫁 の影 響について も計 測 してい る。
第6章 では、本論 文の研 究成果 の まとめ と今 後の研 究課題 について述べてい る。
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なお 白石氏 の学位請 求論 文の うち第2章 、第3章 、第4章 、第5章 は以 下の公表論 文 に基づいて い
る。
1白 石 浩 介(2016a),「消 費 税 率 の 引 き上 げ と消 費者 物 価 」 『拓 殖 大 学 政 治 行 政研 究』 第7巻,
ｐp.25-52。
2白 石 浩 介(2016b),「Point-of-Sale(POS)デー タ に よ る消 費 増 税 時 の価 格 転 嫁 」 『財 政研 究 』 第12
巻,pp.119-146,有斐 閣。
3白 石 浩 介(2016c),「マ イ ク ロデ ー タ を用 い た 消 費税 の価 格 転嫁 に 関 す る研 究 」『拓 殖 大学 政 治 ・経
済 ・法 律 研 究 』 第19巻1号,pp.41-71。
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白石 浩介 氏の課 程博士学位 請求論文 に関す る最 終審 査は、平成30年1月24日(水)、 午後14時
よ り約1時 間にわたって3号 館 大学院第3教 室において実施 され た。
まず白石氏から課程博士学位請求論文の構成及び内容について説明が行われた。その後、予備審査
において議論のあった点について、論文の中でどのような対応がとられたかが明らかにされた。それ
に続いて論文審査担当者との間で質疑応答が行われた。
白石氏からは質問に対する適切な応答が行われ.課程博士学位請求論文の内容とともに、専門に関
連した分野 ・領域についても、これまでに修得してきた知見が広範にわたることがうかがわれた。こ
れと同時に、論文の予備審査での指摘に対する改善が十分に行われたことが確認 された。
論文審査委員3名 の評価として本研究科入学以前の公表論文と入学以後に取 り組んできた研究内容
の結びつきも明確で、改善が施されている事実も確認され、課程博士学位請求論文として十分な水準
に達していると評価された。
その結果、最終試験担当者3名 は、白石浩介氏が 「専攻分野について研究者として自立して研究活
動を行 うに必要な高度な研究能力とその基礎となる豊かな学識を有する」ことを明らかにするに十分
であり、最終試験を合格したものと判断した。
(平成30年1月24日 実施)
(名古屋市立大学大学院経済学研究科)
